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２０年度の業績は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、

「減収増益」となりました。

売上高は、▲１，６０１億円減の１兆７千６５１億円となりました。これは、
「ガスセグメント」における原料費調整に伴う都市ガス単価減、都市ガス販
売量減等が主な要因です。

営業費用は、▲１，３６４億円減の１兆６千８７４億円となりました。これ
も、「ガスセグメント」における原油価格下落の影響、都市ガス販売量減等
が主な要因です。

この結果、営業利益は▲２３．４％、▲２３８億円減の７７６億円、

経常利益は▲３１．３％、▲３２１億円減の７０５億円とそれぞれ減益しま
した。

しかしながら、特別損益において、前年度は▲３５１億円を計上したものの、
今年度は特別利益として政策保有株の一部売却に伴う投資有価証券売却益５
２億円、固定資産売却益３１億円などを計上したため、

▲４３億円となり、＋３０８億円増となった結果、親会社株主に帰属する当
期純利益は、＋１４．３％、＋６３億円増の４９５億円となりました。

なお、減損損失▲１０２億円については、第３四半期に計上した海外事業に
関わる減損損失▲７５億円と同一案件で、第４四半期において将来の油価見
通し等を洗い替えたものとなります。

北米上流事業会社の子会社化に伴う投資有価証券評価損と負ののれん発生益
は第２四半期より暫定値を計上していましたが、年度末決算において確定値
に置換を行い、それぞれ▲４４億円と２０億円となりました。
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ガス販売量についてご説明いたします。

２０年度のガス販売量は、▲８億６千５百万m3減の１２９億９千万m3とな
りました。工業用における▲６億１千万m3の減少が主な要因です。

新型コロナ影響は、家庭用・業務用・卸における「その他」に、一部含まれ
ており、家庭用においては巣ごもりにより需要が増えました。

業務用においては経済活動の再開等に伴い１１月にかけて徐々に回復傾向に
あったものの、１２月以降、特に、飲食店・ホテルでの需要減が拡大に転じ
ました。

また、工業用については、発電用における１２月から１月の電力需要増に伴
う、ガス需要の増加があったものの、大口件名の契約終了や、一般工業用に
おいても、新型コロナ影響等にともなう稼働減があったため、需要が減少し
ました。
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電力販売量についてご説明いたします。

２０年度の電力販売量は、全体では＋２０．２％増の

２４７億６千１百万kWhとなりました。

小売においては、契約件数の増加により＋２３％増の
１０４億８千２百万kWhとなりました。卸他についても電力卸取引所への販
売増加等により＋１８．２％増の１４２億７千９百万kWhとなりました。

新型コロナの影響については、巣ごもりによる小売電力販売量増があったも
のと考えております
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セグメント別の売上高、および営業利益に持分法損益を加えたセグメント利
益とその増減を記載しております。
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ガスセグメントは、ＬＮＧ販売における、ＬＮＧ需給逼迫対応等により

▲１４０億の減益となりました。

電力セグメントは、小売り件数増や、在宅時間増に伴う販売量増による粗利
増や、小売販売経費減等に伴う固定費減等があったものの、ＪＥＰＸ価格高
騰に伴う粗利減により、▲１４億円の減益となりました。

海外セグメントは、北米上流事業会社の連結子会社化による利益増があっ
たものの、LNG開発事業における販売単価減や、中下流プロジェクトを行う
持分法適用会社における稼働減に伴う利益減等により、▲９４億円の減益と
なりました。

新型コロナの影響については、各セグメントのボックス下部に概算額をお示
しております。なお、新型コロナの影響だけを切り出すことは難しいため、
影響額は記載されている各要因にも含まれていることにご留意ください。
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ご参考として、第１四半期にお示しした「前年度からの変化要素」と同じ括
りで、２０年度実績をお示ししております。

項目別に見ますと、当初の見通しから、ＪＥＰＸ価格高騰影響により「その
他利益増減」における対前年減少額が増加した一方で、「新型コロナ影響」
においては、需給調整費用の減少や巣ごもり等に伴う家庭用ガス販売量増加
による都市ガス粗利増により、対前年減少額が改善しました。

8



株主還元については、株主還元政策の見直しの検討が、現時点においても継
続していることから、中期経営計画で掲げた「総分配性向６割程度」との方
針に基づき、

配当は１株当たり年間６０円の継続を予定するとともに、
３３億円、１７０万株をそれぞれ上限とする自社株所得を２１年度中に実施
します。
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２１年度は、親会社株主に帰属する当期純利益ベースで、増収増益と見通し
ております。見通しの前提となる経済フレームは、為替レートを
１ドル１０５円、原油価格を１バレル当たり５５ドルとしております。

売上高は、２０年度に連結化した北米上流事業の子会社による売上増、保有
不動産の賃貸収入増等により、＋５０９億円増の１兆８千１６０億の見通し
です。

営業費用は、２０年度に連結化した北米上流事業の子会社における費用増、
原油価格上昇の影響等により、＋４１６億円増の
１兆７千，２９０億円の見通しです。

この結果、営業利益は＋１２．０％、＋９４億円増の８７０億円、
経常利益は＋２．１％、＋１５億円増の７２０億円、
親会社株主に帰属する当期純利益は、＋５．０％、＋２５億円増の
５２０億円を見通しております。

なお、原料価格の変動に伴うスライドタイムラグの拡大による影響
▲１８５億円と年金数理差異償却額１１１億円を補正した、補正経常利益に
つきましては、７９４億円となっております。
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ガス販売量の見通しについてご説明いたします。

２１年度の都市ガス販売量については、工業用における大口件名の販売量減
少等により、合計で▲９億３千６百万m3減の
１２０億５千４百万ｍ3と見通しております。

なお、家庭用における巣ごもり影響による需要増は、前年度よりは減少する
ものの一定程度継続すると想定、

業務用におけるコロナ影響による需要減は、飲食、ホテル等の業種において
は、前年度よりは減少するものの一定程度継続すると想定しております。
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電力販売量は＋７．６％増の２６６億４千万kWhと見通しております。
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セグメント別に２１年度の売上高、セグメント利益の見通しを、前年度との
比較で記載しています。
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ガスセグメントの▲９０億円の減益は、主に数量差等による粗利減によるも
のです。

電力セグメントの＋５３億円の増益は、主にＪＥＰＸ価格高騰影響が剥落す
ること、小売件数の増加に伴う販売量増等により粗利が増加すること等によ
るものです。

海外セグメントの＋３８億円の増益は、主に２０年度に連結化した北米上流
事業の子会社の、通年での利益貢献によるものです。

また、不動産セグメントの＋５１億円の増益は、主に田町における賃貸収入
増・租税課金減によるものです。
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前年度からの主な変更要素ごとの利益増減を図示ししております。
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２０年度のキャッシュフローの使途についてお示ししております。
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連結ベースの主要計数を掲載しております。
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中計における主要計数に対する進捗を掲載しております。
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巻末には、参考資料として経済フレーム感度表に加え、原油価格・

為替レート、本年度の本日までの主なプレスリリース、主な海外投資案件、
電力・都市ガスのスイッチング件数の推移等を掲載しておりますので、ご参
照ください。
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